[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日 2021年 1月 13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ひたちぶつりゅう
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社日立物流
（ふりがな）なかたにやすお
                       （法人の場合）代表者の氏名  代表執行役社長 中谷康夫
住所　〒104-8350 東京都中央区京橋2-9-2 日立物流ビル

法人番号　1010601022399　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画 -LOGISTEED 2021-


	公表日
	[bookmark: _Hlk57988632]2019年5月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	Webサイトにて公表。（中期経営計画 P3,P4,P15）
https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/ir/library/presentations/pdf/midtermmanagementplan_190524jpR.pdf

	記載内容抜粋
	デジタル技術により顧客のサプライチェーンが変化。当社は物流現場力のデジタル化により形成されたプラットフォームを通じて、４流（金流、商流、情流、物流）を束ねるイノベーションにより社会課題を解決するGlobal Supply Chain Solutions Providerをめざす。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2019年3月の取締役会において承認されている。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略 -「LOGISTEED 2021」実現に向けて-


	公表日
	2021年1月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	Webサイトにて公表。（DX戦略 P1,P2,P3,P4,P5,P6,P7）
https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/ir/pdf/dx_strategy_20210112.pdf

	記載内容抜粋
	現場(フィジカル空間)にある多様なデータをセンサーネットワークやシステムで収集し、サイバー空間でそれらのビッグデータをAIなどにより分析、知識化を行う。そこで蓄えた情報や価値を現場に投入することで、さらなる現場力の強化を図るとともに、さまざまな協創パートナーとのオープンイノベーションの活性化により新事業や新たなビジネスモデルの創出につなげる。
データを協創パートナーと共有し、ソリューションを創出するエクスターナルDX施策を推進する。
・サプライチェーン上の情報を一元管理・可視化し、課題解決をサポートするSCDOS(Supply Chain Design & Optimization Services)
・自動化・省人化のノウハウとデジタル技術を組み合わせ、業界ごとに標準化して提供するスマートウエアハウス
・IoTテクノロジーを駆使して輸送事業者の業務効率化、事故ゼロ化を支援するサービスプラットフォームSSCV(Smart & Safety Connected Vehicle)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年12月の取締役会において承認されている。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	DX戦略 P13,P14,P15


	記載内容抜粋
	代表執行役を実務執行総括責任者として設置し、DX戦略策定と施策のフォローアップを推進するCDO(Chief Digital Officer)を選任。人材育成では、経営幹部を含む全社員へのDX教育や、物流現場の課題をデータ分析で解決できる「デジタル物流人材」の教育体系・育成カリキュラムを整備。協業体制として、LOGISTEED CAFÉ を中心に、パートナーとの協創によるサービス創生を実施。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	DＸ戦略 P2,P8,P9,P10,P11,P12,P17


	記載内容抜粋
	社内の業務効率化を推進し、データをデジタル事業基盤に集約するインターナルDX施策を推進。
・社内の業務データや顧客のSCMデータを集約するデジタル事業基盤
・顧客業界ごとに庫内作業の標準化を行い、複数拠点の最適運営を実現する倉庫内デジタルプラットフォーム
・基幹システムを集約・統合し、基幹業務の効率向上とガバナンス強化を実現
・全社ボトムアップにより業務改善を進める、VC21活動(Value Change & Creation 2021年度)の一環としてRPA(Robotic Process Automation)導入を推進
・職位や所属などに応じて通知設定可能なポータルサイトを構築
DX関連分野について、3年間で205億円の投資を実行。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略 -「LOGISTEED 2021」実現に向けて-


	公表日
	2021年1月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	Webサイトにて公表。（DX戦略 P18）
https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/ir/pdf/dx_strategy_20210112.pdf

	記載内容抜粋
	主要施策のKPIを公表している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年9月30日

	発信方法
	Webサイトにて公表。（統合報告書 P14,P15）
https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/ir/library/annual/pdf/2020_integrated_report_jp.pdf

	発信内容
	「社長メッセージ」として、DX戦略における主要施策の推進状況や戦略の方向性について発信している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年12月頃　～　2021年1月頃

	実施内容
	経済産業省「DX推進指標」による自己診断を実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年12月頃　～　継続中

	実施内容
	・経済産業省「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」に基づき施策を評価し、PDCAサイクルを整備。
・統合SOC(Security Operation Center)設置とEDR(Endpoint Detection & Response)展開により、一括監視を強化。
・社内の監査部門が主体となり定期的に実施する内部監査の一環として、IT部門によるIT業務監査を実施。
・情報セキュリティ部門により「個人情報保護及び情報セキュリティマネジメントシステムの見直し」を目的とした監査を定期的に実施しており、代表執行役社長によるマネジメントレビューを実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

